













































































































































































































































































































































































あいさつで、水野浩校長は、 「子どもの声をありのままに聞き取るということ・ ・ ・それは、
子どもの声を先取りして解釈したり、大人の考えや枠組みですぐに肯定したり否定したりする
のではなく、発達の求めや未来社会への求めの視点から子どもの声を読み解く努力をするとい
うこと｣(ll)と発言し、このような作法で生徒の声を聞き、発言していただきたいとの希望を述
べた。協議事項も教育の内的事項、外的事項の双方に渡って、すなわち学校教育全般に渡って
おり、特に私学らしく公費助成も議題に上がっていることが注目される。
5全学協議会の主なテーマと協議経過
実際に、全学協議会においてどんなテーマが議論されてきたのか、またそれらが学校づくり
へのと．う繋がっているのか、第12回全学協議会(2010年）に提出された資料を基に簡潔に指摘
したい。特に、この時期に集中して議論したテーマは公費助成に関することであった。21世紀
に入って、新自由主義化改革が推進された結果、社会の格差．貧困問題が顕在化した。旭丘高
校においては、授業料．校納金の滞納による退学者の増加が重要な課題となった。第7回協議
会での父母懇談会旭丘支部代表の発議を契機として学費滞納問題への全学の共同をつくり、そ
れが特別奨学金制度の創設へ、生徒の学習権保障へと結実していった。その後も、この課題の
議論は現在まで継続され、就学支援金制度の実現の中で、旭丘の保護者．生徒が直面する経済
的困難の実態が改めて明らかになってきた。そして公費助成から無償教育を展望した学校づく
り運動の提起へと、議論は深化してきた(12)｡旭丘高校の設置母体である新名学園は、2009年
に「私学教育研究所」を設立し、研究課題の第一に「私学の無償教育」を掲げたのであった。
次に、授業．学習については、生徒会が全学協議会の結成時から、授業づくり要求を高く掲
げて取り組んできたテーマであった。生徒会は全学協議会結成集会に先立って、全校アンケー
トを実施して、 「授業づくり統一要求書」を校長に提出した。校長はこれを各部署に諮り、九
教科がこれに回答して、第1回全学協議会は要求書と回答書を巡って討論を行った。生徒から
の要求、具体的には「日々の授業で学習の目当てを示してほしい」が、 「年間の授業計画一カ
リキュラムを示してほしいとの要求に発展し｣、全教科目で年間指導計画が作成にさせるよう
になっていった(13)。このテーマは、さらに個別の授業についての要求、「黒板の字をもっと大
きくしてほしい」「ゆっくり、わかるように授業を進めてほしい」などの教育方法の改善問題
へと繋がっていき、そして「誰のために学ぶのか」「なぜ学ぶのか」「どのように学ぶのか」な
ど教育の本質、カリキュラム編成の原理を問い直す議論へと発展していったという(14)。
第三に、教育環境整備に関する議論は、先の授業要求問題が「少人数で学習できるゼミナー
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ル室」設置要求へと繋がっていった。近年では全学協議会により、調理室の給湯施設整備、カ
ーテン設置、 カウンセラーの導入が進んだ。生徒会から要求の強い食堂設置については、生徒
会と校長との間で継続検討課題となっている。
第四に、学校生活について検討する。服装・制服に関しては、生徒会からの要求として(1)夏
期制服のブラウスに係ってポロシャツ着用を認めてほしい、 (2)スカートとともにスラックスの
着用が継続して出されてきた。生徒会からの要求が制服制度、制服の改善・改訂に係るもので
あり、全面改訂に向けて全学検討協議会で検討すべき課題とされた。その後二年間の審議の結
果、決定された(15)。また学校生活に関しては、授業規律や容儀規律（服装・髪型)、器物破損
と係って議論された。この背景には先に触れたように、社会の格差・貧困の拡大に伴い、家庭
環境に困難を抱えた生徒の暴力、荒れが顕在化したという事実があった。生徒からは、安心・
安全な学校生活を過ごしたいとの要求があり、教師集団は、容儀規律と授業規律（チャイム着
席・出欠席）問題から､学校生活のあり方を考えることを要求し「学校再生運動」を提起した。
その後生徒側から、 「全員で卒業・進級する」とのホームルーム方針に基づいて、 自主的な規
律をつくる取組みがなされ、出席日数や単位取得について、生徒自身が課題化していくことと
なった。これらの取り組みについては、ホームルームや学年代表からも報告があり、生徒の自
治能力を向上させながら、 さらに質の高い「学びの共同体」を目指すことが確認された(16)。
5小括
こうして改めて旭丘の学校づくり実践の中に全学協議会を位置づけてみると、いくつかの特
徴が浮かび上がってくる。第一に、民主的な職場づくり、教職員集団づくりという原則が存在
し、学校づくりの土台を支えていることである。第二に、職場の民主化が自己目的となるので
はなく、子どもの教育権保障、父母の教育要求に応えるために必要なのだと言う認識が存在す
ることである。第三に、これは私学の抱える宿命とも言えるが、学校の存続、そのためにも学
校経営の安定、生徒確保という至上命題が常に問われ、公費助成、教育のあり方を巡って父母
や同窓会、職員組合との協力・共同関係が追求されてきたことである。第四に、こうした共同
関係の上に立って、生徒を学校づくりの主体としていこうとする時代認識、子ども観の発展が
あるということである。これには子どもの権利条約の影響がすこぶる大きいといえよう。旭丘
における生徒の学校参加、社会参加の取組みは、 18歳選挙権が現実のものとなった現在、政治
教育､シチズン・シップ(市民性）の教育という点でも先駆的と言ってよいであろう。第五に、
旭丘の場合、生徒の就学保障という原則が高く掲げられ、公費による私学教育、そして無償教
育を学校づくり、全学協議会の重要な協議事項としていることも類例がない。今後の動向に注
目したいと思う。
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注
（1）旭丘高等学校編『旭丘高校九十年のあゆみ』 （旭丘高等学校 1992年)167-168頁。
（2） 同上 172頁。
（3） 同上 170頁。
（4） 新名学園旭丘高等学校五者共同確認文書「地域に開かれた私学教育の創造を」 (1)247頁。
（5） 同上247頁。
（6） 堀内文兵「地域と友育ちする21世紀・人間の学校」（日高教・高校教育研究委員会太田政男・浦
野東洋一「高校教育改革に挑む」 ふきのとう書房2004年)149頁。
（7） 同上150頁、及び「旭丘学報クローバー」復刊20号（学校法人新名学園2011年)9頁参照。
（8） 堀内前掲論文50-151頁。
（9） 同上148頁。
(10）「第12回全学協議会に至る経過と本日の主題」（旭丘高校全学協議会事務局2010年8月20日)1頁。
(11)同上 2頁。
(12)同上2頁、 5－6頁。「旭丘学報クローバー」復刊17号(2010年）において、「特集無償教育
を考える」を掲載している。堀内文兵教頭によれば、年収250万円未満の家庭が各学年20%前後存在する
とのことである。
(13)(10)2頁。
(14)(10)2-3頁。
(15）新制服については、 「旭丘学報クローバー」復刊22号(2012年)14頁参照。
(16)(10)4-5頁。
おわりに
以上、主体的に学校協議会を立ち上げ、実践を積み重ねてきた二つの学校を検討してきた。
一方は公立中学校、他方は私立高等学校でもあり、単純な比較は差し控えたいと思う。二校に
共通していることは、学校の教職員、保護者が子どもの教育課題をどう認識しているかが重要
であること、そして子どもの権利保障という視点を中心に学校関係者が協力・共同関係を構築
してきたことである。今後検討すべきことは、学校という組織は生徒が入れ替わり、それに応
じて保護者も変わり、教職員も異動、世代交替等で変化するという性質を持つ。学校協議会と
いう組織がどう形式化せずに、内実を伴いながら継承されて行くのか、個別事例を検討しなが
ら深めていきたいと思う。
最後に、本稿執筆にあたり、上田六中の畑田政和教諭、伊東睦実教諭、旭丘高等学校の堀内
文兵教頭先生から格別の配慮を頂いた。
